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互恵的な協力を共創するための日本国及びタジキスタン共和国の 

関係の更なる発展に関する共同声明 

（仮訳） 

 

２０２５年１２月２０日、高市早苗日本国内閣総理大臣とエモマリ・ラフモ

ン・タジキスタン共和国大統領は、同大統領の公式訪問に際して首脳会談を実施

した。 

 両首脳は、世界の極めて困難な地政学的状況を踏まえ、中央アジア地域の地政

学的重要性が高まっているとの認識を共有し、法の支配に基づく自由で開かれ

た国際秩序を維持・強化するパートナーとして相互に協力する重要性を強調し

た。 

 両首脳は、主権と領土保全の尊重を含む国連憲章の目的及び原則を堅持し、平

和に貢献し、人間の尊厳を保護・強化することの重要性を確認した。 

両首脳は、これまでに達成された協力に基づき、互恵的な協力の共創のために

日本が積極的に関与して、中央アジアと国際社会との相互連結を強化する具体

的なプロジェクトを推進することで一致した。  

 両首脳は、テロ及び暴力的過激主義対策、国境管理、薬物対策分野における協

力の重要性を再確認した。タジキスタン側は、これまでの日本の支援に謝意を表

明した。 

日本側は、タジキスタンによる様々な活動及びプロセスへの積極的な参加、ま

た、国際テロ、暴力的過激主義及び地域・国際安全保障に対するその他の脅威へ

の対処における同国の独自の経験を高く評価した。この文脈において、タジキス

タン共和国のイニシアティブによって発足したテロ及びテロ資金対策に関する

ドゥシャンベ・プロセスが、安全保障上の脅威への対処、テロ対策における国際

協力の強化、及び強固な国境管理体制の構築において重要な役割を果たしてい

ることが日本側によって強調された。 

両首脳は、２０２５年１２月２０日に東京で採択された「中央アジア＋日本」

対話・首脳会合東京宣言に反映された重点協力３分野に沿って、以下に示された

二国間協力とイニシアティブの実施を通じたものを含む協力の更なる発展で一

致した。 

 

Ⅰ 重点協力３分野 

グリーン経済と強靱化：気候変動対策に沿った新産業の開発や産業の高度化を

含む協力 

 

１ 双方は、無償資金協力事業 「ドゥシャンベ市基幹電力系統変電所建設計画
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（詳細設計）」の実施に関する交換公文の署名を歓迎した。また、双方は、ハト

ロン州ジョミ県の水供給システム改善のための無償資金協力事業の開始及び体

積流量計導入による水供給サービス実施能力強化のための技術協力プロジェク

トの実施を歓迎した。 

 

２ 日本は、タジキスタンが主導する水問題に関する国際的なイニシアティブ

を歓迎し、特に２０２６年５月にドゥシャンベで開催される「『持続可能な開発

のための水』行動の１０年 ２０１８－２０２８」に関する第４回ハイレベル国

際会議を、国際連合２０２６年水会議に向けた重要な準備行事として評価した。

また、双方は、タジキスタン共和国大統領による氷河保全に関する取組の重要性

を確認した。 

 

３ 双方は、気候変動が現代における喫緊の問題であり、広範かつ前例のない影

響をもたらすことを認識した。この文脈において、双方は国連総会決議第７７／

１５８「氷河保全国際年２００５」を歓迎し、２０２５年にタジキスタンにおい

て成功裏に開催された氷河保全に関するハイレベル国際会議を評価した。この

文脈において、タジキスタン側は日本に対し、会議への積極的な参加と成果への

貴重な貢献に謝意を表明した。 

 

４ 双方は、経済成長とエネルギー安全保障及び脱炭素化を同時に達成する重

要性を認識し、様々な道筋に沿ってカーボンニュートラル／ネット・ゼロという

共通の目標を達成することで一致した。この点に関し、日本はネット・ゼロ目標

に向けたエネルギー・トランジション・ロードマップの策定を支援する。 

 

５ 双方は、２０２３年９月に開催された「中央アジア＋日本」対話・経済・エ

ネルギー対話の成果の進展として、日本経済産業省とタジキスタン共和国エネ

ルギー・水資源省のエネルギー移行実現に関する協力覚書の署名、及び２０２５

年９月の「中央アジア＋日本」対話・第２回経済・エネルギー対話の開催を歓迎

した。 

 

６ 双方は、日本国経済産業省とタジキスタン共和国産業新技術省の間の産業

分野における協力覚書の署名に向けた進展を歓迎した。  

 

７ 双方は、「地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）」を活

用した、日本の秋田大学とタジキスタン国立科学アカデミーとの間のものを含

む学術交流及び「地中熱利用による脱炭素型熱エネルギー供給システムの構築」
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プロジェクト等のエコシステム研究の推進を歓迎した。  

 

８ 双方は、パリ協定の枠組において提出される温室効果ガス排出量に関する

より正確かつ透明性のある報告書の作成に向けた、温室効果ガス観測技術衛星

（ＧＯＳＡＴ）シリーズを利用した協力の進展を歓迎した。 

 

９ タジキスタンは、日本・ＥＢＲＤ協力基金を通じたタジキスタンの電力供給

システムの安定化支援に謝意を表明した。 

 

１０ 双方は、タジキスタンのエネルギー効率及び省エネ政策担当者を対象と

するエネルギー効率・省エネに関する人材育成プロジェクトの実施に向けて協

力する意向を表明した。 

 

１１ 環境問題や人権などの地球規模の課題に関し、双方は持続可能な開発目

標（ＳＤＧｓ）の達成を目指すため、人間の安全保障の概念の下で国連及びその

他のフォーラムにおいて協力することで一致した。 

 

１２ 双方は、アジア防災センター（ＡＤＲＣ）及び国際協力機構（ＪＩＣＡ）

を通じた防災分野における協力を含めた「仙台防災枠組２０１５－２０３０」に

沿った防災及び都市強じん化に向けた支援の進展を歓迎した。 

 

１３ 日本は、世界銀行東京防災ハブの下で展開される開発途上国における災

害リスク管理普及のための日本-世界銀行防災共同プログラムを通じ、災害リス

ク低減及び都市強じん化に向けたタジキスタンの取組を強化する支援を行う。 

 

１４ 双方は、２０２５年大阪・関西万博の成功を歓迎した。また、２０２５年

６月２７日のタジキスタン・ナショナル・デーの成功裏の開催を歓迎した。更に、

日本は、タジキスタンが２０２７年国際園芸博覧会（GREEN×EXPO 2027）に参加

するとの決定を歓迎した。 

 

１５ 双方は、日本の資金協力により実施されるアジア開発銀行（ＡＤＢ）のプ

ロジェクト「気候変動に強靱な牧草地管理の改善」の承認を歓迎した。同日本は

タジキスタンにおいてこれまでに１００件以上のＡＤＢプロジェクトを支援し

てきた。 
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コネクティビティ：物流、輸送、人と人との交流の強化 

 

１６ 双方は、政府開発援助（ＯＤＡ）を様々な官民の主体を巻き込む触媒とし

てより戦略的に活用することによって開発効果全体の最大化を目指す「オファ

ー型協力」という日本の新たなアプローチを歓迎した。これに関連して、双方は、

域内及び中央アジアから世界への連結性を強化するべく、「カスピ海ルート」に

関して、上記の新たなアプローチである「オファー型協力」を通じた協力の促進

と拡大について一致した。双方は、この協力の一環として、世界税関機構（ＷＣ

Ｏ）と連携した税関職員に対する研修の実施、及び無償資金協力事業「カスピ海

ルート上のスピタメン税関における貨物検査機材整備計画」に関する交換公文

の署名を歓迎した。 

 

１７ 双方は、ＪＩＣＡ青年研修及び海外協力隊を通じた青少年や草の根交流

等、人的交流の進展を歓迎した。 

 

１８ 双方は、タジキスタンにおける持続可能なエコツーリズムの開発や両国

への旅行の奨励を含めた人的交流を促進するための観光分野における協力の重

要性で一致した。この目的のため、双方は、技能開発、広報活動、旅行促進に焦

点を当てた実践的な措置を追求することで一致した。 

 

１９ 双方は、アフガニスタン問題に関する日・タジキスタン協議を開始するこ

とで一致した。 

 

２０ 双方は、基本的なインフラの整備、職業訓練の提供、無償資金協力事業 

「タジキスタン－アフガニスタン国境地域における生計改善促進計画（ＬＩＴ

ＡＣＡ）」及び「アフガニスタンとの国境地域コミュニティのための人間の安全

保障アプローチを適用した効果的な国境管理促進計画（ＢＭＰ）」による経済活

動促進の支援が、タジキスタンとアフガニスタンの国境地域の生計向上に貢献

したことを確認した。 

 

２１ タジキスタンは、日本によるアフガニスタン国境管理事務所の機能強化

のための機材供与、及び国境管理機関職員の麻薬対策能力向上のための研修を

通じた、タジキスタン及び他の中央アジア諸国への支援に謝意を表明した。双方

は、日本政府が主催しタジキスタンを含む中央アジア５か国の法執行当局が参

加した「中央アジア地域テロ対策ワークショップ」が本年２月１４日に成功裡に

開催されたことを歓迎した。更に、双方は、国際協力機構（ＪＩＣＡ）のグルー
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プ・地域別研修「国際テロ対策」を通じた日本の更なる能力強化支援を歓迎した。 

 

２２ タジキスタン側は、防災分野の公務員の能力向上に対する日本の貢献に

謝意を表明した。タジキスタンは、日本がタジキスタンを含む中央アジアの防災

分野の公務員を東京に招待し、防災に関わる日本企業との意見交換を目的とし

た会合を２０２４年３月に開催したことに謝意を表明した。 

 

２３ 双方は、日本農林水産省とタジキスタン共和国農業省の間の植物遺伝資

源に関する研究協力の進展を歓迎し、農業政策情報の交換及び研究協力を含む

農業協力に関する協力覚書の署名を歓迎した。 

 

２４ 双方は、新たに創設された人工知能（ＡＩ）協力のための日本・中央アジ

ア協力パートナーシップを通じたものを含む、持続的な経済発展の実現と社会

的課題の対処に向けた潜在力の育成を目的とする安全、安心で信頼できるＡＩ

のガバナンスとエコシステムを共に開発し、支持することで一致し、デジタル経

済の重要な牽引役としての自由で保護された信頼できる越境データフローを円

滑化する重要性を強調した。この文脈において、双方は、中央アジアにおける持

続可能な開発の新たな機会創出に貢献するために、ドゥシャンベにおける地域

人工知能センターの設立を含め、タジキスタンの提案により２０２５年７月２

５日に国連総会で採択された決議「中央アジアにおける持続可能な開発の新た

な機会創出における人工知能の役割」の実現に関する協力の可能性を議論する

ことを前向きに捉えている。 

 

２５ 双方は、日本国土交通省とタジキスタン共和国運輸省の間の交通分野に

おける協力覚書の署名を歓迎した。 

 

人づくり及び社会制度の開発：日・タジキスタンのパートナーシップを通じてエ

ンパワーメントされた人材による発展 

 

２６ 双方は、二国間関係全体の発展における強固な経済的結びつきの重要性

を認識し、貿易、投資、デジタル変革における協力を強化する意向を表明した。

また、双方は、輸出入に関連する手続き等のビジネス環境の継続的な改善、イノ

ベーション主導型産業の促進の必要性を認識した。 

 

２７ 双方は、２０２５年６月に開催された日・タジキスタン経済・技術・科学

協力政府間委員会、及び２０２５年７月に開催された政務協議を通じた両国間
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の対話促進を歓迎した。 

 

２８ 双方は、両国間の投資を促進するために安定的かつ透明な環境を整備す

ることを目的とする日本とタジキスタン共和国の間の投資の自由化、促進及び

保護に関する協定の署名を歓迎した。また、双方は、両国関係者間の対話とパー

トナーシップを促進するべく、日・タジキスタン投資環境改善ネットワークの重

要性を確認した。 

 

２９ 双方は、「人材育成奨学計画（ＪＤＳ）」によって養成された人材がタジキ

スタン政府高官に任命された実績を高く評価し、次期ＪＤＳの実施に向けた２

０２５年８月の交換公文の署名を歓迎した。また、双方は、アジア向け日本・Ｉ

ＭＦ奨学金プログラム（ＪＩＳＰＡ）における協力を継続することで一致した。 

 

３０ 双方は、女性のエンパワーメント及び女性・平和・安全保障（ＷＰＳ）に

も資する「一村一品（ＯＶＯＰ）」運動に関する協力で一致した。 

 

３１ 双方は、ＯＤＡ及びその他のプログラムの枠組みで提供されている保健・

衛生分野、国民の社会福祉分野、人材育成及び職業能力開発の分野、草の根人間

の安全保障無償プロジェクト等の日本のタジキスタンに対する支援を評価した。  

 

３２ 双方は、タジク国立大学におけるＪＩＣＡチェアの設立を歓迎した。   

 

３３ 双方は、国家発展評議会（ＮＤＣ）事務局顧問による、タジキスタン各省

庁１０００名の行政職員を対象とした政策評価能力向上研修の進展を歓迎し、

これらの職員がタジキスタン中期開発計画（２０２１－２０２５年）のモニタリ

ング及び評価プロセスに貢献することへの期待を表明した。 

 

３４ 双方は、日本の秋田大学とタジク国立大学の間、日本の筑波大学とタジク

国立大学の間、並びに日本の筑波大学とタジク国際外国語大学の間における教

員及び学生の交流を歓迎した。 

 

３５ 双方は、アジア開発銀行（ＡＤＢ）のアジア開発基金（ＡＤＦ）を通じた

タジキスタンの社会経済発展に対する日本の支援の重要性を再確認し、ＡＤＦ

１４の下でタジキスタンにおいて実施されているプロジェクトの着実な進展を

歓迎した。 
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Ⅱ その他の分野における協力 

３６ タジキスタンは、二国間関係を強化するために、在タジキスタン日本国大

使館及び国際交流基金が実施する文化交流、日本語教育及び研修プログラムに

謝意を表明した。 

 

３７ 双方は、サッカーや武道を含むスポーツを通じた日本とタジキスタンの

間の交流促進の重要性を確認した。双方は、このような活動が人的交流の重要な

手段として役立ち、相互理解を育み、両国間の友好関係を強化すると強調した。 

 

３８ 両首脳は、本共同声明が、日本とタジキスタン共和国との間で、パートナ

ーシップ、尊重、及び繁栄の共有の精神に基づく友好関係及び互恵的な協力の更

なる発展に向けた新たな機会を開くものであるとの確信を表明した。 

 

３９ エモマリ・ラフモン大統領は、日本側の温かい歓待とハイレベル訪問の実

現に対して謝意を表明した。エモマリ・ラフモン大統領は、高市早苗総理に対し、

相互に都合の良い時期にタジキスタン共和国への公式訪問するよう招待した。 

 


